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安全衛生規定を上回る室温29℃を公然と決定！

「節電」のためには、安全衛生法令を軽視し、障害者を無視してもいいのか！

障害のある職員が勤務し、車椅子の県民が来庁することがある庁舎でエレベータを全停止！

常道を逸した当局の「節電対策」
自治労県職労は何度も主張していますが、大規模停電を回避するために、必要な節電には協力していく立場です。ただし、職員や県民の健康や安全の確保が大前提です。

しかし、この間の当局の「節電対策」は常道を逸しています。コンプライアンスまで無視した、まさに「節電のためなら何をしてもいいのだ！」と言わんばかりの姿勢です。

労働安全衛生法令上は室温28℃以下！

　労働安全衛生法の基に制定されている「事業所衛生基準規則」第5条第3項では、「事業者は、空気調和設備を設けている場合は、室の気温が17度以上28度以下及び相対湿度が40パーセント以上70パーセント以下になるように努めなければならない。」と規定しています。

　ところが、公表された「節電実行計画」では、「30℃設定」が2職場、「29℃設定」が28職場、その他1職場の計31職場が法令を無視した室温設定に変更しています。

　もっとも、2011年5月20日付けの厚生労働省労働基準局長通知では、「電力抑制のための事業者の自主的な取組として室温を29度に引き上げる場合」の例外を認めていますが、その場合は、「職場における熱中症を予防するため、平成21年6月19日付け『職場における熱中症の予防について』に基づく熱中症予防対策を当該事業場において講じること。」と条件を付しています。
　労働安全衛生基準の変更は、職員の健康にかかわる問題であり、自治労県職労は、「29℃以上の設定」を白紙に戻した上で、交渉・協議を求めます。

障害のある県民・職員のために1基は運行せよ

　障害のある職員が勤務し、県民窓口もあり、障害のある県民が訪れる可能性も高い庁舎においても、当該職員に相談もせず、勝手にエレベータの運行停止を決めています。

　エレベータがなければ、下肢障害者は、出退勤どころかトイレに行くこともできません。全機停止は障害者の人権にかかわる問題であり到底容認できません。自治労県職労は、最低1機の運行を強く求めます。
「需給逼迫警報」時は午後閉庁を！
　「節電」の目的が、「大規模停電の回避」であれば、毎日東電が出している「でんき予報」を活用し、「需給逼迫警報」発出日に、午後閉庁することを提案します。法令や障害者を無視した対策より、よほど合理的・効果的です。
○エレベータの原則停止職場

　横浜合庁、足柄上合庁、厚木合庁（本館・分館）、高相合庁（運転休止及び間引き）、温泉地学研究所、農業技術センター、茅ヶ崎保健福祉事務所、産業技術短大、藤沢土木（汐見台庁舎）、横浜西合庁、県立図書館、金沢文庫

○安全衛生法令軽視職場

・（→30℃／2所属）：大和県税、厚木児童相談所
・（→29℃／28所属）：保土ヶ谷県税、高相合庁、温泉地学研究所、女性相談所、青少年センター、湘南家畜保健衛生所、大船植物園、動物保護センター、平塚看護専門学校、三浦しらとり園、計量検定所、工芸技術所、産業技術短大、藤沢高等職業技術校、小田原高等職業技術校、秦野高等職業技術校、藤沢土木（汐見台庁舎）、小田原土木、厚木土木、厚木土木東部センター、津久井合庁、松田土木、横浜西合庁、川崎治水センター、県立図書館、川崎図書館、金沢文庫、歴史博物館

・（28℃より引上げ）：精神保健福祉センター
自治体再生に向け頑張る仲間たち⑧
○「自治労福島（6/24・28）」より
◇非常時に自治労の結束力を実感～単代会議
6 月21 日、第7回単組代表者会議を開催し、人勧期の取り組みや東日本大震災の復興支援活動などについて意思統一を図りました。

復興支援活動では、大熊町職労･川俣町職労･飯舘村職労･相馬市職労･南相馬市職労の5 単組から現状等の報告をいただきました。その中で｢自治労に加盟していて良かった!｣｢国は最後まで責任を持って対応を!｣等の声が聞かれました。大熊町職労･川俣町職労･飯舘村職労の発言内容は以下のとおりです。
大熊町職労
3/11、原発3km 避難指示が出され、避難所を開設した。その後10km 避難指示が出され、町外へ避難。
12 日午後3:00 に全町民の避難が完了、3:36 に1 号機が爆発した。田村市の避難所で2～4 号機の事故をテレビで知った。津波は対応マニュアルがあるが、放射能は目に見えない、においもしない、周辺全町民が避難という今までにない状況の中、町民も職員もどうしていいのか分からない状況だった。
4 月、会津若松へ避難し、役場を立ち上げると電話が鳴りっぱなしになった。安否報告の電話を町民へお願いしていたが、実際は「役場何やってんだ！」等苦情電話。気が滅入った。国からの情報はマスコミには流れるが、現場には来ない。電話に出るのが苦痛だった。そんな中、自治労復興支援の話をいただき、コールセンター業務、5 月頭には避難所の寝具整理、その後一時帰宅の受付準備作業を手伝ってもらった。6 月半ばまでで一時帰宅のめどがつき、仮設・借上住宅も軌道にのり、落ち着いてきた。しかし「これからどうすれば？」と心配になる時もある。
田村市職員にお世話になったが、組合のない自治体。会津へ避難すると会津総支部・会津若松市職労が「何かできることは？」とまっさきに駆けつけてくれた。自治労に加盟していて良かった。
川俣町職労
現在、国からも人的支援を受けているが、一時避難が完了したら国は帰ると言っている。人的・財政的支
援を国が最後まで責任を持ってやるよう関係機関に要請をお願いしたい。
飯館村職労
地震・津波の被害はなく、原発への意識も低かった。3/12～15 避難者対応で精一杯だった。今思えばあの頃、風・雪・雨で放射能が運ばれてきていた。外で勤務していた職員の健康が心配される。南相馬市等から1,200 名の避難者を受け入れており３月末まで避難所を開設していた。避難所を閉鎖した日、その日のうちに集められ水の放射性物質の数値が高いということを知らされた。翌日から村民へ水を配布。何十㌧もの水を配り疲労も募る中、職員は誰ひとり休まず頑張った。これらの頑張りもあり超勤について村長からは「全額支給」との考えが示された。しかし、精神的不調を訴える職員も出てきた。そんな中でも全体集会を3 回開催した。
計画的避難区域に指定され、全村避難となったが、後発なので避難場所の確保が難しく、報道では90％の避難所を確保したことになっているが、畜産を中心に未だ多くの住民が残っているのが現状。
土壌汚染・補償問題・健康管理･･･仕事は山積みなのに、国は今月いっぱいで帰ると言っている。我々は通常業務も始まっていない。国は最後まで支援をすべき。
この間、県本部・各単組・全国の自治労の仲間からいろいろな支援をいただき大変助かった。
南相馬市職労
3月末には1 万人弱まで減った市内在住者も現在は3万8千人に。4月半ばまで、商店も郵便も金融も止まっていた。現在は平常に戻りつつあるが商品は市外へ取りに行っているし、ガソリンは国のてこ入れで30km圏内に持ってきているのが実情。
先日、職場委員会を開催し、状況・取り組みを報告した。身体の不安を訴える組合員も出てきている。3/12～15 にかけ原発事故が起きたが、この間、職員は屋内外を問わず、業務にあたっていた。「どのくらいの放射線をあびたのか？」「内部被曝してないのか？」「累積でどのくらいまで大丈夫なのか？」放射能・内部被曝への不安の中、基準を当局に求めても業務のあり方が示されない。
警戒区域内の小高病院は休止、緊急時避難準備区域内の総合病院は病床数を制限し開いている状況。病院職員の雇用不安は解消されず、病院中心に早期退職者も出た。先が見えない不安を抱えている。
相馬市職労
　3/11 に2 名の組合員が亡くなった。6/17 に避難所も閉鎖され一段落したことから、6/18･19 に2 人の弔問を行った。
相馬市はこの間の合理化攻撃により、人が少なくなる中、東京都本部による自治労復興支援と励ましはとてもありがたかった。
現在、放射線の問題もあるが、瓦礫と津波によるヘドロの問題が喫緊の課題となっている。ヘドロが乾燥し、舞い上がり、子どもたちにも悪影響を及ぼしかねない。また、これらには未知のウイルスなどが存在しないかも不安である。この辺も賃金労働条件の問題として捉えてもらいたい。

また、病休者の関係も課題である。昨年、病休を取り、震災時には復帰も、4 月以降病休再取得のケースもある。この点も対応策を考えていきたい。

○「自治労みやぎ（6/15）」より

◇自治労全国支援6月5日から第2次行動

～気仙沼・石巻・名取の避難所運営を担当
　6月5日から自治労全国人的支援第2次行動が始まった。今回の支援は、北信、中国、四国、九州地連と全国社保労連から22チーム約44人が配置され、気仙沼市、石巻市、名取市の避難所の運営の補助を基本に活動を実施している。

　4月11日から始まった第1次行動は、約2ヶ月間でのべ1,258人の全国の仲間が参加し、避難所運営、行政事務、拾得物の管理などを中心に支援が実施され、被災地職員の業務負担軽減に大きく貢献していただいた。

　自治労本部は、被災規模が大きく、さらに支援の継続が必要と判断し、7月10日まで、規模を縮小しながらも第2次行動が実施されることとなった。

　避難所では、主に支援物資の搬入・配付、巡回、受付を行っている。

支援者からは、「職員から、夜勤がなくなったことで大変助かっていると言われ、やりがいを感じた」、「仲間とともに活動することで、組合の存在意義を考える良い機会になった」などの声が出されている。一方で、「行政でも避難所一つ一つに手が回らず、住民の声が十分届いていない」、「合併の影の部分が出ている」などの意見が出されており、市町村合併などの合理化が現場に大きな影響を及ぼしている実態が指摘されている。


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































